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＜要 約＞ 
日本航空（JAL）は 2010 年 1 月に会社更生法を申請、経営破綻した。しかし、政府系の
企業再生支援機構が 3500 億円を出資、政府系の金融機関である日本政策投資銀行などが
6,000 億円の融資を実行する体制を整えることで、収益力が急回復、破綻から 2 年 8 か月後
の 2012 年 9 月には再上場を果たした。破綻からの復活劇の背景には、会社更生法の活用で、
債務の大幅なカットや人員整理などを実現したことがある。会社更生法という武器がなけれ
ば一気に大型機材を償却することは難しかったし、地元自治体などとのしがらみの多い不採
算路線の整理、これまで労使交渉の難題だったパイロットの給与カットにも乗り出せなかっ
たであろう。一方で、政府系の企業再生支援機構からの手厚い資本支援で、新型の機材の購
入なども可能になった。政府支援が鮮明だったこともあり、大きな顧客離れも起きず、業績
は順調に回復した。 
 筆者は今回の JAL の再生は二つの課題を残したことを指摘したい。 
 一つ目は、健全な競争環境を歪めた点である。日本国内の競争は JALと全日本空輸（ANA）
という大手 2社を中心に繰り広げられていている。一方の JAL だけが､会社更生法で債務を
カット､政府よる公的資金が注入され業績が急回復したのでは、公正な競争環境が維持されて
いるとは言い難い。二つ目は、国際競争力の問題である。羽田空港や成田空港の発着枠の拡
大で、日本発着の国際線の競争環境は激変している。絞り込んだサービスで格安運賃を提供
する LCC の市場への参入が本格化する上、欧米、アジアの大手航空会社の参入も拡大する。
政府支援によって敗者を復活させ、これまでの国内業界秩序を維持したことが、国際競争力
の劣化を招く可能性が高い点も問題だと考える。 
 
＜キーワード＞ 
日本航空、全日本空輸、会社更生法、公的資金、企業再生支援機構、成田航空、羽田空港、
Japan Airlines Re-listing Problem 
 
小 野 展 克 
Nobukatsu ONO 
研究論文 
2  嘉悦大学研究論集 第55巻第2号通巻102号 平成25年3月 
LCC、競争環境、国際競争 
 
 
1 はじめに 
 
日本航空（JAL）は 2010 年 1 月に会社更生法を申請、経営破綻した。政府系の企業再生
支援機構が 3,500 億円を出資、政府系の金融機関である日本政策投資銀行などが 6,000 億円
の融資を実行する体制を整えることで、政府の全面的な支援の下、運航を継続しながら再生
を目指すことになった。会長（CEO）には、京セラ名誉会長の稲盛和夫氏を起用、経営陣も
一新した。 
 経営破綻から一転して JAL は高収益企業に生まれ変わった。2012 年 3 月期決算では、本
業の儲けを示す営業利益が 2,049 億円、純利益は 1,866 億円と、JAL の過去最高益を更新し
ただけでなく、世界でもトップクラスの利益を稼ぎ出すまでの劇的な復活を果たした。そし
て、2012 年 9 月には、株式の再上場も果たした。 
 本稿は、JAL がなぜ破綻し、その後、急激な業績回復をしたのかを検証した上で、政府に
よる企業支援の課題を分析、中長期的な航空業界の行方を展望する。 
 JAL の破綻要因は、直接的には、リーマンショックで世界的な景気後退が起こり、国際線
の需要が急減し、大幅な赤字を招いたことである。さらに、その背景に、運航効率の悪い大
型機材、国内外の不採算路線、余剰人員の「3 つの過剰」という構造問題が抱えていたこと
で、収益と財務が悪化していたことがある。一方、急激な業績の回復には、会社更生法の活
用で、債務の大幅なカットや人員整理などを実現したことが大きく貢献した。更生法という
武器がなければ一気に大型機材を償却することは難しかったし、地元自治体などとのしがら
みの多い不採算路線の整理、これまで労使交渉の難題だったパイロットの給与カットにも乗
り出せなかったであろう。一方で、政府系の企業支援機構からの手厚い資本支援で、新型の
機材の購入なども可能になった。政府支援の方針が鮮明だったこともあり、大きな顧客離れ
も起きず、業績は順調に回復したのである。 
 さらに、CEO となった稲盛氏の存在も見逃せない。稲盛氏は、京セラで培った経験を生か
して、事業ごとの採算を精緻に管理するなど、社内にコスト意識を徹底させた。さらに、ラ
イバルの全日本空輸（ANA）が要望した欧米路線からの撤退などの要求も政治力で撥ね付け、
収益源である主要国際線を維持することに成功した。 
 しかし、筆者は今回の JAL の再生は二つの点で大きな課題を残したと考えている。 
 一つ目は、健全な競争環境を歪めた点である。日本の大手航空会社は JAL と ANA の 2 社
が競争する体制である。一方の JAL だけが、会社更生法で債務をカット、政府よる公的資金
が注入された。競争会社がある中で一社のみが、下駄を履いた状態では、公正な競争環境と
は言えまい。支援機構が投入した 3,500 億円の資金を再上場という形で回収した手法にも疑
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問が残る。入札を採用した方が、回収資金が拡大した可能性が高く、ANA が買い手になっ
ていれば競争の不均衡という問題も生まれなかったはずである。 
 二つ目は、国際競争力の問題がある。羽田空港や成田空港の発着枠の拡大で、日本発着の
国際線の競争環境は激変している。絞り込んだサービスで格安運賃を提供する LCC（ローコ
ストキャリア）の市場への参入が本格化する上、欧米、アジアの大手航空会社の参入も拡大
する。政府支援によって敗者を復活させ、業界の秩序を維持したことが、国際競争力の劣化
を招く可能性が高いと指摘したい。 
 
2 JAL破綻の要因 
 
2.1 リーマンショックが直接要因 
 JAL の経営危機が決算上、表面化したのは 2009 年 3 月期決算を発表した 09 年 5 月 12 日
である。連結売上高が前年同期比 12.5％減の 1 兆 9511 億円、本業の儲けを示す営業利益は
900 億円の黒字から 508億円の赤字に転じた。純利益も 169 億円の黒字から 631 億円の赤字
に陥った。JAL は、「航空輸送事業の収入が下期以降の世界的な景気悪化を背景とした航空 
需要の減少を主因に前年を下回った」とした上で、国際線旅客について「ビジネス旅客の急
激な減少や円高により…6.7％減の 7,035 億円となりました」としている 1)。国内線の旅客収
入が 1.6％減にとどまっていたのに対して国際線が、6.7％と大幅に落ち込んでいることが特
徴で、大幅な赤字決算の要因となっている。 
 2008–10 年の JAL の中期経営計画 2) では、国際線の旅客単価を 07 年度から 2 年間で約 2
割も上昇させる計画だった。これに国際旅客需要拡大を加えて、国際線の収入を 07 年度計
画の 7,485 億円から 08 年度には 8,070 億円に､そして 10 年度には 8,530 億円にまで拡大さ
せる計画だったのである。収益拡大をけん引するのは「プレミアム戦略」と呼ばれる高級化
路線というシナリオになっていた。 
 プレミアム戦略とは、ファーストクラスやビジネスクラスの座席数を増やすことで収益を
高める戦略である。国際線の新たなファーストクラス「JAL スイート」は「空に浮かぶスイ
ートルーム」と称された。座席が大型シェルで包まれ、シートは革張り、ドアを閉じること
ができじっくり眠れることをアピールした。成田―ニューヨーク、成田―サンフランシスコ
に導入され、さらに日本企業のインド進出の拡大に合わせて成田―デリーでもスタートした。
しかし、08 年 9月に米国発で勃発したリーマンショックは、世界的な景気後退をもたらした。
ビジネス需要に急ブレーキがかかり、JAL の目論見は粉砕され、大幅赤字をもたらす結果と
なった。 
 では、なぜ JAL は、プレミアム戦略に乗り出したのか。筆者の取材に対して当時の JAL
の執行役員の一人は「コストでは LCC に太刀打ちできない。われわれの人件費の構造や既
存のビジネスモデルで考えれば、差別化して収益を確保する方法はプレミアム戦略しかなか
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った」などと説明した 3)｡ LCC は、サービスを絞り込んで、既存の航空会社より大幅に運賃
を下げた航空会社である。機内サービスを最低限まで絞り、座席の間隔を狭める。予約はネ
ットのみで、変更が利かないケースもある。機材も一機種に絞り込んで、パイロットの訓練
や整備にかかるコストも抑え込むなどの工夫をする航空会社も多い。さらに、同一路線をピ
ストン運航する「ポイント・ツー・ポイント」で機材の回転数を上げ、生産性を上昇させる
のが、経営戦略の中軸となる。 
 LCC は日本を除くアジアでは 3 割のシェアを占めているとされ、成田空港や羽田空港の発
着枠の拡大を受けて、海外の LCC による日本市場参入の本格化も不可避とみられていた。
LCC が得意なのは近距離路線である。アジアから欧米など、10 時間を超えるフライトの場
合は、サービスを絞り込んだ LCC の競争力は低下する。特に、仕事で使用する場合は、疲
れが溜まることが嫌気され、ビジネスマンをターゲットにした長距離国際線の需要は LCC
の参入が難しい市場とされている。そこで、JAL は中期計画で、一気にプレミアム戦略へと
舵を切った。そこへ、リーマンショックが直撃、収益を大きく悪化させることになったので
ある。 
 
2.2 構造要因 ― 3つの過剰 
JAL が会社更生法を申請した当時の前原誠司国土交通相の直属のチーム「JAL 再生タスク
フォース」は、JAL の課題を｢3 つの過剰」と指摘している。過剰な３つは機材、路線、人
員である。筆者がタスクフォースの関係者から入手した内部資料では、以下のような点が指
摘されている 4)。 
3 つの過剰の中でも、最も大きく経営を揺るがしたのが、機材である。JAL は､B747-400
を29機も保有するなど大型機材を大量に保有していた｡大型機材の退役費用は､5,125億円に
達するとの試算が示されている｡会社更生法を申請した段階での JAL の債務超過額は 8,600
億円となった。機材の退役費用がバランスシートを大きく悪化させることになったのである。 
B747 などの購入費用は、ほぼ 200 億円～300 億円だった。しかし、中小型機の需要が高ま
り、大型機の需要が低迷する中、市場では B747 の価格がつかない状況となった。なぜなら
世界の航空輸送の流れが、大量輸送から、顧客の利便性に配慮した多頻度輸送へと切り替わ
ったからだ。その結果、中小型機の優位性が高まったのである。 
スティーブン・ショー（Stephen Shaw）は「ほぼすべての路線で、航空会社が占める運
航頻度のシェアと市場におけるシェアとの間には、非常に強い相関関係がある」としている 5)。 
JAL は、資産内容に打撃を与えることを避けるために、効率の悪い B747 を中小型機と入
れ替えることができず、そのまま運航を続けた。旧型の大型機は燃費効率が悪いだけでなく、
大量の空席を生み出す。ただ、「空で飛ばすより、安売りで席を埋めた方がまし」という発想
で、航空チケットを安く売りさばき、旅行代理店に多額のマージンを支払った結果、収益に
も大きな打撃を与えることになった。多頻度運航の時代に、B747 は負の遺産として JAL の
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資産と収益の両面に大きな損失を与えたのである。 
タスクフォースは JAL の路線をビジネスとレジャーの大きく二つに区分した上で、それぞ
れを欧米、アジア、国内の 3 つに細分化、6 つの領域に分類した。今後競争力を強化する路
線を「コアⅠ」として、欧米向けのビジネス路線と国内のビジネス路線、レジャー路線を位
置付けた。欧米向けのビジネス旅客に的を絞った「プレミアム戦略」が、リーマンショック
による国際需要の低迷による収益悪化を招いた。ただ、LCC の台頭を考えると、残された主
要市場であることは間違いなく、効率的な運航に切り替え、この市場で競争力を高めること
が生き残りの道だというのがタスクフォースの分析である。また、国内路線は世界各国とも
自国の航空会社のみを運航させる閉じた市場になっている。新興勢力もあるものの外資の参
入がない分、保護された市場と言え、一定の収益が見込まれる。また、基幹路線に集中しな
がら競争力を強化する路線を「コアⅡ」とし、これに位置付けたのはアジアのビジネス路線
である。アジアは航空需要の大幅拡大が期待できるが、LCC との競合も避けられない。その
ため、首都圏とアジアの大都市間を結ぶ路線に集中すべきだと整理した。これに伴い、日本
の地方都市からアジアに向かう路線は絞り込む考えを示した。コア事業に付随する範囲だけ
で継続する「サブコア」は、欧米とアジアのレジャー路線が対象となった。個人が自腹でチ
ケットを買うケースが多く、安売りが威力を発揮する市場である。そのため、遠距離の欧米
の基幹路線は残すものの、近距離のアジア路線については、撤退の可能性も視野に入れるべ
きだとした。タスクフォースの案では、国内線では 29 路線、国際線では 16 路線からの撤退
計画が示された。 
会社更生法を申請した後の 2010 年 4 月 28 日に公表した資料 6) によると、09 年に実施し
た路線撤退と 10 年の計画を合わせると国際線は 28 路線、国内線については 50 路線から撤
退することとなった。タスクフォースの計画を上回る路線撤退を進めた格好である。この結
果、事業規模は座席キロベース（ASK）で、2008 年度比で国際線が 4 割、国内線が 3 割の
縮小となった。 
さらに、過剰な人員も経営の重荷となっていた。タスクフォースは組織のダウンサイジン
グ戦略で、2年間でグループ全人員約 5万人を 9300人削減する計画を示した。海外 23か所、
国内 4 か所の 27 か所の拠点を閉鎖、中核的な事業以外を売却、必要な子会社については統
合を進め、関連会社を現在の 115 社から 50 社以下に大幅に絞り込む計画を立てた。 
JAL は、会社更生法の申請に合わせて作成した更生計画案では、1 万 6 千人の人員削減を
盛り込み、再上場までに実施した。タスクフォースの計画を上回る実に 3分の 1 近い社員の
リストラを断行した格好である。 
 
3 JAL再生と競争上の不均衡 
 
3.1 ANAとの収益格差 
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 JAL の 2012 年 3 月期決算は、売上高 1 兆 2048 億円、営業利益 2092 億円、純利益は
1866 億円と急激に回復した。営業利益、純利益はともに、JAL の過去最高益である。数字
上では、JAL は経営破綻から急激な回復を示したことになる。この決算をライバルの ANA
と比較してみる 7)。 
ANA の売上高は 1 兆 4115 億円、営業利益は 970 億円、純利益は 281 億円である。JAL
は国際線で 4 割、国内線で 3 割も事業規模を縮小したこともあり、売上高では ANA を 2 千
億円以上も下回っている。しかし、営業利益は 2 倍以上の水準を確保、純利益では約 6.6 倍
となっている。両社の差は、どこで生まれたのか。 
営業利益の差を説明する上で有効なのは「販売費及び一般管理費」である。JAL の 1511
億円に対して ANA は 2278 億円と大きな差が出ている。販売費及び一般管理費には、従業員
の給与や役員報酬などの人件費、販売促進費や広告宣伝費などが含まれる。JAL が、販売費
及び一般管理費を大幅に削減できた背景には、第 2章第 2 節で指摘した 3 つの過剰を会社更
生法によって大幅にカットできたことが大きい。また、ボーイング 787など新たな機材の購
入のための資金などは、企業再生支援機構の 3,500 億円の出資によって賄われ、効率的な運
航も可能になった。また、政府支援によって運航の継続が強く宣言され、急激な顧客離れが
防げたことも収益回復を助けたとみられる。収益の急激な回復の背景には、会社更生法によ
るリストラの実現や全面的な政府支援で信用不安が防げた要素がある点は見逃せない。 
ANA の伊東信一郎社長は 2012 年 7 月 26 日午後の定例記者会見で、JAL の再建について
「破綻した企業を（政府が）救済するというレベルを超えて、ある意味成長を支援するレベ
ルまで達している」。「航空業界だけの問題ではなく、日本の産業全体の課題でもあるのでは
ないか。公的支援による企業救済の国の関与・介入のあり方を改めて考えて欲しい」と発言
している 8)。 
 
3.2 稲盛パワーも収益に貢献 
会社更生法の申請に合わせて JAL の会長（CEO）に就任したのは、京セラ名誉会長の稲
盛和夫氏である。稲盛氏が JAL の収益向上にどう貢献したのかを検証してみる。稲盛氏は京
セラの創業経営者で、一代で京セラを売上 1兆円超の企業に成長させた。その稲盛氏が編み
出した経営手法として、知られるのは「アメーバ経営」である。 
 
「会社の組織を『アメーバ』と呼ばれる小集団に分け、社内からリーダーを選び、その経
営を任せることで、経営者意識を持つリーダー、つまり共同経営者を多数育成した。アメー
バ経営では、各アメーバのリーダーが中心となって計画を立て、全員の知恵と努力により目
標を達成していく。そうすることで、現場の社員ひとりひとりが主役となり、自主的に経営
に参加する『全員参加経営』を実現している。また、アメーバごとに経営の内容が正確に把
握できる、独創的で精緻な部門別採算管理の仕組みを構築した。同時に、経営をガラス張り
日本航空再上場の課題 小野展克  7 
にし、部門別の経営の実態が誰にでもわかるようにした。」9) 
 
稲盛氏は、アメーバ経営の手法を JAL の再建にも導入、部門別の採算管理を徹底した。稲
盛氏は、月に一度、3 日連続で業務報告会議を開き、各部門のトップを集め、収支報告を求
めた。複数の JAL 関係者によると「計画に対してなぜ数字が変動したのか、徹底的に説明を
求められた。数字が下振れた時だけでなく、上振れた時にも厳しく聞かれたのは驚いた」
（JAL 幹部）という。また、「こうした稲盛の徹底した姿勢が、JALのコスト意識を変えた」
（企業再生支援機構幹部）との声は多い。会社更生法で 3 つの過剰の重荷を下し、稲盛氏の
アメーバ方式で徹底的なコスト管理を進めた結果、JAL の販売費及び一般管理費の劇的に引
き下げられた構図が見て取れる。 
さらに稲盛氏は国際線の業容の維持にも力を発揮した。 
筆者が全日本空輸の取締役らに取材したところによると、ANA は、JAL の会社更生法申
請後、JAL が首都圏からロンドン、パリ、フランクフルトの欧州路線、ニューヨーク、サン
フランシスコの米国路線から撤退するよう国土交通省や民主党の関係議員らに水面下で要請
したという。欧米路線は、LCC の日本路線への本格参入を考えるとドル箱である。JAL が
リーマンショックによる国際線の収益悪化という経営の失敗で、破綻したこともあり、ANA
は、こうした主張を展開したという。 
当時の前原誠司国交相も、こうした全日空の主張を重く見て、国交省航空局の対策を指示、
国交省は「首都圏からフランクフルト、サンフランシスコの 2 路線からの撤退」という縮小
プランを作成、企業再生支援機構、JAL に提示したという。しかし、企業再生支援機構と
JAL は、収益の悪化を懸念して猛反発。最後は、稲盛氏と前原氏の調停となった。稲盛氏は
前原氏に対して「そんなに（国際線を縮小しろと）言うなら、君が日航の CEO をやってみ
たらどうだ」と一喝、その後、前原氏が JAL の国際線の縮小案に言及することはなくなった
という。こうして JAL の欧米路線は維持された。ANA 幹部の一人は「前原氏の選挙区は京
都で、京セラの影響力は強い。稲盛氏は民主党政権のスポンサーのような存在でもあり、最
後は前原氏が折れた」と分析している。稲盛氏は、JAL の部門別採算管理を徹底してコスト
削減を推し進めただけでなく、国際線の主要路線の維持にも政治力を発揮、JAL の収益確保
に貢献したと言えそうである。 
 
4 激化する国際競争 
 
4.1 成田、羽田の増枠 
日本と世界を結ぶ玄関口である成田空港は、混雑空港で発着枠は世界各国の航空会社が欲
しがっている。そのため、その配分は政府間の国際交渉で決められ、事実上、日本勢には 4
割程度が自動的に配分される仕組みになっていた。運賃や路線は規制緩和によって自由化さ
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れても、成田という最大の競争の舞台に制限があることで、日本の航空会社は国際競争の荒
波から一定程度、保護されてきたといえる。 
さらに2000年まで、日本の航空市場が成長を続けてきたことも日本勢には追い風だった。
法務省の統計 10) によると日本の出入国者数は 1950 年の 5 万 8 千人から 90 年には 2800 万
人まで急拡大した。バブル崩壊の打撃を受けた 91年以降も、ほとんどの年で成長を続け 2000
年には 4600 万人まで膨らんだ。航空市場は「失われた 10 年」と言われる日本経済の低迷期
にも着実に安定成長を続けていたのである。しかし 21 世紀に入って様相は激変する。市場
は、約4000万人から5000万人程度を軸に、景気やイベントリスクで変動するようになった。
市場は成熟化、不安定化したのである。そして原油の高騰というコスト高要因も相まってイ
ベントリスクが航空会社の経営を大きく揺さぶる構図になる。一方、世界では、航空連合の
形成、これに伴う再編が急速に進み、欧米では、それぞれトップ 2～3 に絞られ、輸送量や
路線網の拡大、低価格化で競争力を一気に高めた。こうした競争の激化は、日本にも押し寄
せつつある。 
 そして、航空市場が本格的な自由化時代を迎えるのはこれからである。 
 まずは、オープンスカイ（航空自由化）協定が広がる世界的な潮流である。オープンスカ
イとは、航空路線や便数、運賃、空港の発着枠の設定を航空会社が原則自由に設定できるよ
うにする二国間の取り決めだ。政府間の交渉で発着枠の配分など決めていた従来方式に代え、
航空会社が各空港と直接交渉、需要に応じ柔軟に路線を開設できる仕組みである。ただ、国
際競争の要である成田と羽田は、混雑空港のため、二国間交渉で配分される仕組みが維持さ
れている。しかし、羽田の国際化、成田の大幅な増枠で、この仕組みも部分的に崩れること
になりそうだ 11)。 
 成田の発着枠は 2009 年の年 20 万から 14 年には 30 万回と 1.5 倍に広がる。そして国際化
した羽田も 09 年の 3 万回から 14 年には 9万回と実に 3 倍になる。両空港を合わせると首都
圏の発着枠はわずか 5 年間で 23 万回から 39 万回に急拡大する計算である。JAL、ANA だ
けでなく海外の航空会社が首都圏に自由に航空便を設定する余地が大幅に広がるのである。
特に首都圏の国際線で存在感が薄かった LCC が成田を活用するようになれば、首都圏の国
際線需要を奪い取り、競争環境は大きく変化するだろう。アジアや欧米の大手航空会社も利
便性の高い羽田や発着枠を確保しやすくなる成田の便を増やして価格攻勢を仕掛けてくるこ
とになりそうだ。 
 
4.2 外資に奪われたシェア 
 次に市場が成熟化、不安定した 21世紀に入って、JAL、ANA を中心とした世界の航空会
社の競争力がどう変化したのかを分析してみる。 
各社の公表資料 12) などでアジアの航空会社の国際線規模を比較してみた。2000 年には国
際線運航実績（旅客キロ）でトップに立っていた JAL は 2011 年には 5 位に転落した。ANA
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も 8 位である。1 位は香港を拠点とするキャセイ・パシフィック航空、2 位は韓国の大韓航
空、3 位は中国の中国国際航空、4 位は台湾の中華航空だった。アジアの成長を取り込んだ
中韓台勢が躍進する一方、日本勢は低迷している。JAL の輸送規模はキャセイの 3 分の 1 以
下で海外のライバルに大きく引き離されている。 
 しかも、日本勢は主戦場である日本発着の国際線で外資にシュアを奪われている。航空輸
送統計年報や日本政府観光局 13)の出国者のデータなどから推計すると日本勢の 2000 年のシ
ェアは 43％だった。しかし 05 年には 37％、JAL 破綻前の 09 年には 35％に低下、10 年に
は 27％まで落ち込んでいる。JAL が不採算路線からの撤退を進めた影響もあるが、ここ 10
年で海外勢に 16％ポイントもシェアを奪われたのは尋常ではなく、競争力が低下しているこ
とは否めない。 
 内外の航空会社が実質的に自由に発着枠を設定し、大幅な自由化が進む関西国際空港では、
海外勢の優位は、より顕著である。 
 関空のデータ 14) によると日本勢のシェアは 2003 年冬の 40％から 11 年冬には 17％まで
一気に落ちている。中韓勢の攻勢が要因である。関空での現象は自由化が進めば競争力のあ
る外資が市場を席巻することを如実に示している。成田の日本勢のシェア 15) は 03 年冬の
39％に比べ 11 年冬は 36％とわずかに落ちたにすぎない。だが成田、羽田の増枠を受けて、
近い将来、関空のような大幅下落に見舞われる覚悟が必要である。 
 そして日本勢の競争力の低下が航空連合内の地位低下を招くのが大きなポイントである。 
 国際的な航空連合は規制緩和やオープンスカイを受け、世界中の航空会社を巻き込んで進
んでいる。自由化を先導した米国の単位運賃はここ 30 年強で 3 割も低下、競争激化が連合
の巨大化を加速した。世界の空は、米ユナイテッド航空、独ルフトハンザ航空と ANA が所
属する「スターアライアンス」、米アメリカン航空、英ブリティッシュ・エアウエイズ、JAL
が所属する「ワンワールド」、米デルタ航空、仏エールフランス、大韓航空が所属する「スカ
イチーム」の 3大勢力が競い合っている。 
 日米間では独占禁止法の適用除外が認可され JALはアメリカンとANAはユナイテッドな
どとの間で、まるで同じ会社であるかのような運賃設定や運航の共同化が可能になった16)。
グループ内での連携はより強化される方向である。 
 航空関係者の間では「JAL と ANA はそれぞれ 3大グループの一角を占めている。経営の
将来を悲観すべきでない」との声も聞かれる。 
 しかし、競争は 3 大グループ間だけでなく、グループ内でも繰り広げられている点を見逃
してはいけない。空の戦いは二層構造になっているのである。 
 欧米では、大手航空会社の二極化が進んでいる。「勝ち組」は欧米間、アジアを結ぶ長距離
国際線を担って業容を拡大、一方、「負け組」は、国内ローカル線と近距離国際線に押し込ま
れ運航規模の縮小を迫られている。負け組は、遠距離の勝ち組に旅客を届ける補完役しか担
えないのである。例えば欧州の場合、2000 年から 10 年の国内線・国際線の合計旅客キロで
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みると17) エールフランスとKLMオランダ航空を保有するグループ会社とルフトハンザ航空
は長距離、近距離路線をバランスよく維持した結果、輸送量を 3 割～4 割程度も伸ばした。
一方でイタリアのアリタリア航空やスイス・インターナショナル・エアラインズ、オースト
リア航空は 1 割～2 割程度も輸送量を落としている。まずはグループ内での地域代表選に勝
ち残らなければ、JAL、ANA もローカル航空会社化に向かう。大韓航空やキャセイ、中国国
際に欧米へ向かう旅客を送り届ける「脇役」に甘んじることになるのである。そして、近距
離国際線は、LCC の主戦場となっている。これまで以上に激しい価格競争が待ち受けている
のだ。そして航空会社の浮沈と命運を伴にするのは空港である。成田と韓国の仁川の国際線
の旅客数を成田や仁川の公表資料 18) で比べてみる。2007 年と 11 年の増減をみると成田が
13％減の一方、仁川は 46％増だった。 
 この差を生み出したのは主力の航空会社のネットワーク力の違いである。 
大韓航空の就航都市数は 90 で、JAL と ANA 合計の 37 都市の 2 倍以上で、ネットワーク
力が圧倒的に強い。仁川は大韓航空の業績拡大と歩調を合わせて、中国路線を中心にアジア
便を拡充、国際長距離線を担うアジアのハブ空港の地位を確立しつつある。このままでは、
JAL、ANAの凋落とセットで成田や羽田のローカル化が進む危険が迫っているのである。す
でに日本の地方空港から仁川に飛び、大韓国で欧米に向かう日本人旅客も増えている。この
流れをアジア各国の旅客を羽田と成田でキャッチして日本勢が欧米に送り届ける方向に逆転
させなければ、日本からの旅客が奪われる傾向に歯止めがかからなくなるだろう。 
 羽田と成田をアジアのハブにすることは JAL や ANA の収益力だけでなく、日本経済全体
の成長にも貢献する戦略となると考えられる。 
 JAL と ANA の国際線を 1 社化して運航規模は東アジアでようやく 3位。航空連合内での
生き残りが可能な位置にかろうじて滑り込める水準になる。JAL、ANAはロンドン、ニュー
ヨークなどでほぼ同時刻帯で運航、就航地の 7割が重複19) している。日本勢で消耗戦を繰り
広げている格好である。国際線を 1 社化すれば、余った機材を活用して新たな都市に就航、
ネットワーク力を高めることが可能になる。就航都市が増えれば、羽田や成田の競争力が高
まる相乗効果も生まれる。規模の拡大で運航の効率化を実現して、ようやく国際長距離線の
担い手として生き残る芽が出てくるのである。強力な国際長距離線を持つ担い手が日本勢に
存在してこそ羽田や成田もアジアのハブ空港を目指す戦略を練ることができると考える。 
 
5 JAL再上場が残した課題 
 
経営破綻した JALの業績が急回復した背景には①会社更生法を活用した機材、路線、人員
という 3 つの過剰の削減、②公的資金による機材の入れ替えによる運航の効率化、政府支援
によって信用を維持、顧客離れを防ぎ、運航を維持できた③稲盛氏の政治力で、主要な国際
線を維持できたことの 3 点に集約できると考える。 
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筆者は JAL への政府支援については、管理されない形での突然の破綻で国民の足が混乱す
ることによる経済的な打撃を考えれば一定の正当性があったと考える。ただ、会社更生法と
公的支援で、ライバル企業である ANA に比べて、営業利益で 2 倍以上の差がついたことは
競争環境が大きく歪められた結果と言え、大きな課題を残した。会社更生法を申請し、公的
資金を受けた方が、利益が上がるという構図は、競争原理に基づく資本主義の根本構造を揺
るがしたと言える。そのため政府の私企業への介入が、競争の土俵を不公正にしており、政
府・与党に何らかの配慮が必要だったと考える。 
EU には、公的資金を受けた企業は、①業容を拡大してはいけない②安い方のプライスリ
ーダーになってはいけないなどという EU ルールがある20)。 
JAL の政府による支援についても、政府・与党が競争環境に配慮した EU ルールのような
調整手段を検討する必要があったのではないかと考える。 
また今回、政府と JAL は企業再生支援機構が投入した 3500 億円の資金の回収手段として
株式の再上場を実施した。株式の再上場は、政府支援などを受けた JALが、いわば「そのま
まの形」で復活したことになる。 
小泉純一郎政権の時に、企業への出資などで企業再生を手がけた政府系のファンドとして
産業再生機構があった。企業再生支援機構と似た機能を持った政府系の組織である21)。 
産業再生機構は経営危機に陥っていたダイエー、カネボウなどに出資、成長戦略の策定や
リストラを実施したが、大型案件について保有株式は、すべて競争入札を実施している。 
産業再生機構は保有するダイエー株を競争入札で丸紅に売却、カネボウは花王の傘下に入
った。産業再生機構の最高執行責任者の冨山和彦氏が指摘しているように競争入札を実施す
ることで、ライバル企業も含めた民間企業に買収の機会を与え、競争環境の歪みが発生する
ことに配慮したとみられる22)。 
国民の税金である公的資金の回収を最大化するという観点で考えても、同業者の方が、統
合効果が見込める分、一般的には高い価格が提示できるとされている。JALのケースでも競
争入札を実施、同業者である ANA などに買収の機会を提供する必要があったのではないか
と考える。 
また、国際競争の観点でも、大きな課題を残した。競争の敗者である JAL を政府支援によ
って生き残らせた結果、競争環境としては、2 社体制が維持される格好となった。国内線に
ついては 2 社体制を維持しなければ、独占企業になる。このことは国民に不利益を与える可
能性があるが、公正取引委員会が適切に判断すべき問題である。例えば、国内線については
会社分割して競争環境を維持することも一つの方法として検討できる。 
 第 4 章で述べてきたように、国際線については外資の参入が活発で、独占による市場の失
敗が起こる可能性はない。むしろ懸念されるのは、2 社体制を維持した結果、外資との比較
で競争力が低下、顧客を奪われていることである。JAL、ANA がアジアのローカル航空に転
落、東アジアのハブ空港の地位を仁川に奪われれば、日本の経済的な打撃が大きいと考える。 
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 電機、自動車、鉄鋼、流通など日本の産業界をけん引するさまざまな業界で、グローバル
競争をにらんだ再編が続いている。巨大化した企業は、多くの雇用を抱え、一国の経済を揺
さぶるほど大きな存在になっている。今後その傾向は、ますます強まるだろう。そんな企業
が破たんに追い込まれた時、政府はどうするのか。無論、競争の敗者は退場するのが筋であ
る。ただ、米国でも経営危機に陥った大手自動車メーカー、ゼネラル・モータースを政府が
救済、最大のライバルである中国は国営企業が市場を席巻しつつある。政府が公的資金を活
用して、どう企業を支援、国際競争力を高めるのか。JAL 問題が投げかけた課題は、日本の
産業界の将来を考える格好のケーススタディだと考える。 
 
 
注 
1) 日本航空、2009 年 3月期決算短信 
2) 日本航空「JAL 再生中期プラン」（2008–10年） 
3) 小野 (2010, pp.19–20) 
4) 筆者が当時のタスクフォースメンバーから入手した資料。公表されていない。小野 (2010) が詳
細を明らかにしている。 
5) Shaw (2010, p.32) 
6) 「JAL グループ、再生に向けた 2010年度路線便数計画を策定」（2010年 4月 28日）より 
7) 日本航空、全日本空輸、2012 年 3月期決算短信 
8) 日経テレコン 21〔日経 QUICK ニュース（NQN）〕 
9) 京セラホームページ「アメーバ経営について」より 
10) 法務省、出入国管理統計表 
11) 国土交通省、「首都圏空港（羽田・成田）の年間発着枠の増加について」など 
12) 全日本空輸・経営企画部が収集した各種統計データと推計値 
13) 全日本空輸・経営企画部が収集した各種統計データと推計値 
14) 全日本空輸・経営企画部が収集した各種統計データと推計値 
15) 全日本空輸・経営企画部が収集した各種統計データと推計値 
16) 「日本航空とアメリカン航空、2011 年 4 月 1日より共同事業の開始を決定」（2011年 1月 11 日）
などより 
17) 全日本空輸・経営企画部が収集した各種統計データと推計値 
18)  全日本空輸・経営企画部が収集した各種統計データと推計値 
19)  全日本空輸・経営企画部が収集した各種統計データと推計値 
20) 日経テレコン 21〔日経 QUICK ニュース（NQN）〕「公的資金による路線維持 安売りにつなが
る可能性」（2010 年 2月 18日） 
21) 「株式会社産業再生機構法の考え方」内閣府産業再生機構担当室（2003年 6月） 
日本航空再上場の課題 小野展克  13 
22) 冨山和彦・経営共創基盤代表取締役日本経済新聞 2012年 3 月 22 日朝刊（国主導の企業再生）「慎
重かつ抑制的に判断を」 
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